
 

 

 

 
 

 

【その他】 

（１）資料配付としたパブリック・コメントについて【区振興課】 

  カ 浜松市農業振興ビジョン（案）≪農業水産課≫ 

  キ 第３次浜松市環境基本計画（案）≪環境政策課≫ 

  ク 第３次浜松市人権施策推進計画（案） 

≪福祉総務課（人権啓発センター）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１１月２７日開催 

中央区協議会 

（中地域分科会） 

令和６年度 第８回中央区協議会

（中地域分科会） 

会議資料③ 



浜松市農業振興ビジョン（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「浜松市農業振興ビジョン（案）」とは 

   現行の「浜松市農業振興ビジョン」が令和６年度末で終期を迎えます。

浜松市の農業の現状や農業を取り巻く情勢を踏まえながら、持続可能な農

業を展開し、本市の農業が目指すべき将来像を実現するため、新たな「浜

松市農業振興ビジョン」を策定するものです。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月２０日（水）～令和６年１２月２０日（金） 
 
３．案の公表先 

農業水産課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 農業水産課（市役所本館６階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－０９３８ 
浜松市中央区元城町１０３－２ 農業水産課あて 

③電子メール nousui@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５０－３６０６－６１７１（農業水産課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

産業部農業水産課（ＴＥＬ ０５３－４５７－２３３３） 
 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 



パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 浜松市農業振興ビジョン（案） 

趣旨・目的 
本市の農業の現状や農業を取り巻く情勢を踏まえながら、持続可能な農

業を展開し、本市が目指すべき将来像を実現するために策定する。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

“チャレンジ・工夫で「もうかる農業」を実現する”を基本理念とし 

て平成 30 年度に策定した「浜松市農業振興ビジョン」が令和６年度末で

終了となるため、これまでの取組を検証し、農業の現状や農業を取り巻く

情勢を踏まえて新たなビジョンを策定した。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

農業者はもちろんのこと、市民、事業者、農業関係団体、行政など多様

な主体がそれぞれの役割を担い、連携して「オール浜松」で農業振興に取

り組むことで、持続可能な農業を展開していくことが重要である。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

・基本理念：豊かな資源を次世代につなぐ「もうかる農業」の実現 

  「もうかる農業」とは、農業の経営規模の大小や形態を問わず、すべ

ての農業者が収益を上げることを言う。農業が持続的に発展していくた

めには、「もうかる農業」を実現することが不可欠であることから、引

き続き基本理念に盛り込んだ。「もうかる農業」の実現により、農業に

やりがいや生きがいを感じることで、農業の持続的発展に繋がるととも

に農地の保全が図られ、農業が持つ多面的機能などの豊かな資源が次世

代に引き継がれる。これを目指す姿とし、基本理念として掲げる。 

・基本方針と基本施策 

  基本理念の実現に向け、２つの基本方針を設定し、さらに 10 の基本

施策を設定し、「人材の確保・育成」は２つの基本方針に共通する施策

として位置づける。 

 基本方針１：持続可能で発展する農業の確立 

  基本施策：①農業経営の基盤強化②担い手の確保③生産性の向上 

      ④付加価値の向上⑤優良農地の確保⑥農業生産基盤の整備 

      ⑦環境負荷の低減 

 基本方針２：農村の保全・振興 

  基本施策：⑧農村関係人口の増加⑨鳥獣被害対策⑩ユニバーサル農

業（農福連携）の推進 

関係法令・ 

上位計画など 
浜松市総合計画 基本計画 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年 11 月 ～12 月  案の公表・意見募集 

令和７年１月      案の修正、市の考え方の作成 

令和７年２月      意見募集結果及び市の考え方公表 



                                              

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：農林業センサス結果報告書 

（2010 年,2015 年,2020 年） 

＊2020 年は後継者の確保状況別経営体の統計値  

 

 

・日照時間が長く温暖な気候 

・中山間地から沿岸部までの様々な地域で多種多様な品目が栽培 

されている                           

・全国有数の農業産出額、総農家数を誇る 

■市町村別農業産出額ベスト 10（単位：千万円） 

 
出典：市町村別農業産出額（推計）（2017 年,2022 年） 

 

 

・農業者の減少と高齢化   

・経営耕地面積の減少       

・耕作放棄地が増加         

・宅地と農地の混在化 

・気温上昇や豪雨等の異常気象 

・燃料や資材等の価格高騰 

・鳥獣被害の増加 

 

 
 

                                     

 本ビジョンの期間は、30 年後の本市の将来像を描いた「浜松市総合計画/基本構想『浜松市未来ビジョン』を受け、10 年間の基本計画 

を定めた「浜松市総合計画基本計画」の終期に合わせた令和 16 年度とします。 

 

推進体制：浜松市農業振興協議会にて基本施策の進捗管理、情報共有、意見交換等を実施 

 

浜松市農業振興ビジョン（案） 

計画期間：令和７年４月１日～令和 17 年３月 31 日（10 年間） 

 
 

 

浜松市の農業の現状や農業を取り巻く情勢、国・県・市の関連計画を

踏まえながら、今後も全国有数の農業都市として、また本市の基幹産業

として農業を持続的に発展させ、豊かな農業資源を次世代に継承してい

くために策定するものです。 

 

浜松市の農業の特徴 

策定の趣旨 

■総農家数と農業後継者の有無別農家数(戸)  
浜松市の農業の課題 



第３次浜松市環境基本計画（案） 
に対するご意見をお待ちしています！ 

 
 
 

１．「第 3次浜松市環境基本計画計画（案）」とは 

浜松市環境基本計画は、市の環境政策の方向性を示すため、浜松市環境基

本条例（平成 10 年浜松市条例第 49 号）第 9 条の規定に基づく「環境の保全

及び創造に関する基本的な計画」として定めています。第 2 次環境基本計画

（計画期間：2015～2024 年度・2020 年度改定）が計画期間を終えることから、

社会情勢の変化等を踏まえ、2025 年度を始期とした新たな計画を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和 6年 11 月 15 日（金）～令和 6 年 12 月 16 日（月） 

 
３．案の公表先 

環境政策課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市 
ホームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 環境政策課（浜松市鴨江分庁舎 4階）まで書面で提出 

②郵便【はがき、封書】 

（最終日の消印有効） 

〒432-8023 

浜松市中央区鴨江三丁目 1-10 環境政策課あて 

③電子メール kankyou@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

④ＦＡＸ 050-3606-4345（環境政策課） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和 7 年 2 月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

環境部環境政策課（TEL：053-453-6146） 

 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 
浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

案件名 第 3 次浜松市環境基本計画（案） 

趣旨・目的 

第 2 次浜松市環境基本計画の期間（2015～2024 年度）満了に伴い、浜

松市環境基本条例（平成 10 年浜松市条例第 49 号）第 9 条に基づく環

境の保全及び創造に関する基本的な計画として 2025 年度を始期とす

る新たな計画を策定するものです。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・第 2次浜松市環境基本計画の策定から 10 年が経過し、気候変動、生

物多様性の損失、海洋汚染などの環境問題は深刻化しています。 

・2021 年 地球温暖化対策計画（国）が策定されました。 

・2023 年 生物多様性国家戦略が策定されました。 

・2024 年 第 6次環境基本計画（国）が策定されました。 

・2024 年 第 5次循環型社会形成推進基本計画が策定されました。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

今後、重点的に取り組む施策の方向性を定めるにあたり、近年の環境

課題や社会情勢のほか、第 6 次環境基本計画（国）の内容、第 2 次浜

松市環境計画において掲げた基本方針に対する評価と課題を考慮しま

した。 

案のポイント 

（見直し事項など） 

○将来の理想の姿（環境の将来像） 

2045 年の理想の姿（＝環境の将来像）を次のとおり掲げます。 

「脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、豊かなくらしや持続的な

経済活動と多様な自然環境が共生するまち」 

 

○10 年後の目標 

環境の将来像を実現するため、次の2つを10年後の目標に掲げます。 

①市民一人ひとりの日常生活や事業者の経済活動における脱炭素や資

源循環につながる取組を推進し、環境負荷を低減する 

②市民・事業者・市民活動団体による環境保全活動を浸透させ、豊か

で良好な自然環境と快適で安全・安心な生活環境を確保する 

 

○これからの環境施策の方針 

10 年後の目標を達成するため、4 つの基本政策と共通政策を掲げ、

施策を推進します。 

基本政策１ 生活環境の保全 

基本政策２ 循環型社会の形成 

基本政策３ カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現 

基本政策４ 自然環境との共生 

共通政策  政策を支える基盤づくり 
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関係法令・ 

上位計画など 

○関係法令 

 環境基本法 

○上位計画など 

 浜松市総合計画（基本構想、基本計画） 

計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

案の公表、意見募集 令和 6年 11 月 15 日（金） 

意見募集の終了   令和 6年 12 月 16 日（月） 

市の考え方の公表  令和 7年 2月 

計画施行      令和 7年 4月 
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 2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロに
（カーボンニュートラル宣言）

 2100年の世界平均気温の上昇を産業革命前に比べて1.5℃以内に
抑える努力を追求（グラスゴー気候合意）

気候変動

自然共生

環境収容力

循環経済

 地球上で生存するため
の超えてはならない限
界値を設定した概念
「プラネタリー・バウ
ンダリー」に注目

 地球の資源や調整能力
を超えた活動により、
不可逆的な変化等が生
じることを示唆

 2030年までに自然を回復軌道に乗せるために生物多様性の損失
を止め反転させる「ネイチャーポジティブ」の考え方が提示
（昆明・モントリオール生物多様性枠組）

 天然資源の消費を抑制し、
環境への負荷が低減され
る「循環型社会」の形成
を推進

 線形経済から、持続可能
な形で資源を効率的・循
環的に利用する循環経済
「サーキュラー・エコノ
ミー」への移行を推進

図出展｜環境省HP、生物多様性はままつ戦略2024

１．環境基本計画とは／社会情勢の変化
第3次浜松市環境基本計画（案）の概要

浜松市環境基本条例第9条に基づき策定する計画です。第2次浜松市環境基本計画（以下、第2次計画）
の期間満了に伴い、2025～2034年度を期間とする新たな計画を策定します。

気候変動、生物多様性の損失、海洋汚染等の環境問題は深刻化しており、世界的な課題となっています。
国においても、第6次環境基本計画を策定し、こうした課題への対応方針を示すなど、社会情勢は大きく
変化しています。

社会情勢の変化

環境基本計画とは

 事業場への立入検査、市内大気・公共用水域の
常時監視の実施により環境基準の達成を維持

 解体工事現場への立入検査実施によりアスベス
ト飛散防止を強化

 PCB保管事業者への指導により適正処理を促進
 流域対策、面源負荷対策等の実施により佐鳴湖
の水質改善を推進

 水質改善だけでなく、水辺環境保全への市民
ニーズの変化

 PCB特別措置法に定める処理期限後の低濃度
PCB廃棄物の発生

 市民や事業者のごみ減量・資源化に関する意識
向上や行動変容の一層の促進

 不法投棄防止撲滅に向けた継続的な対策の実施
 プラスチックごみ問題に関する意識啓発の継続、
自主的な清掃活動を促進するための環境整備

 ごみ減量・資源化施策や家庭ごみ有料化制度に
関する説明会の実施等により排出量が減少

 産業廃棄物の多量排出事業者に対する適正処理
指導により発生抑制・再使用・再生利用を促進

 海洋プラスチックごみをテーマとした環境劇の
実施により意識啓発を推進

 環境学習会・イベントの開催等を通じた市民等
の環境問題に対する意識啓発の継続

 環境学習指導者の活動場所の提供、指導者同士
の連携の促進

❶健康で安全な生活環境を
保全する都市

基本方針 主な取組・評価

❷資源を有効に活用する
循環型都市

❸気候変動に適応しエネルギーを
効率的に利用する都市

❹多様な環境と人々の暮らしが
共存する都市

❺環境活動を実践する人が
育つ都市

第3次浜松市環境基本計画（案）の概要

２．第2次浜松市環境基本計画の評価と課題

 第2次計画では、5つの基本方針に基づく施策を展開してきました。その評価と課題は次のとおりです。

課題

 「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」に基づく施策の実施により温室効果ガス
削減（基準年度比 20.4%削減）

 太陽光発電の導入推進により導入量は全国市区
町村トップを維持（※経済産業省公表データ）

 カーボンニュートラルに取り組む中小企業向け
支援策の推進

 市民への継続的な啓発活動を通じた脱炭素を意
識したライフスタイルへの転換の促進

 「浜松市生きものパートナーシップ協定」に基
づく市民等協働での環境保全活動、クリハラリ
ス防除対策等により生物多様性の保全を推進

 イベントでの天竜材（FSC認証材）の普及啓発
により認知度向上やブランド化を推進

 土地所有者の高齢者化等により地域制緑地の維
持は困難化

 絶滅危惧種の生息・生育場所の保全、特定外来
生物に対する一層の防除対策の推進

 天竜材のブランド化を推進するため、メディア
やデジタルツール等のリーチ手法の検討が必要

 地域制緑地の指定に向けた地域特性に応じた保
全方法の検討、地域住民との緑地保全活動の実
施等を通じた意識醸成の推進

 環境学習指導者を養成し、幼保・小中学校等の
学習会に派遣することにより、環境教育を推進

 環境学習イベントの開催等により市民等の環境
問題に対する意識啓発を推進



３．環境の将来像

 現行計画の策定時（2015年度）に、浜松市総合計画を踏まえて将来（2045年）の理想の姿＝環境の将来像を掲げました。

 本計画では、社会情勢の変化や現行計画の評価・課題等を踏まえ、環境の将来像を刷新しつつ、今後10年間で取り組む
施策を定めます。

将来（2045年）の理想の姿【環境の将来像】

脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、
豊かなくらしや持続的な経済活動と多様な自然環境が共生するまち

第3次浜松市環境基本計画（2025～2034年度）

（仮）第4次浜松市環境基本計画（2035～2044年度）

近年、気候変動や生物多様性の損失、環境汚染などの環境問題は深刻化し、世界的な課題となっており、その
対応が急務となっています。一方で、人々の生活や社会経済活動は永続していくことから、こうした課題への対
応と避けられない状況の変化への適応を両立させていく必要があります。
これらを踏まえ、市民や事業者が脱炭素型の日常生活や経済活動に転換するとともに、限りある資源を持続可

能な状態で利活用する意識が定着し、実践することが重要です。こうした一人ひとりの取組により、豊かで快適
なくらしの維持や、持続的な経済活動の発展を続けながら、本市が有する山・海・川・湖などの豊かな自然や多
様な生物が保全され、共生するまちを目指します。

第2次浜松市環境基本計画（2015～2024年度）

第3次浜松市環境基本計画（案）の概要

将来（2045年）の理想の姿【環境の将来像】

10年後の目標

 市民や事業者に脱炭素や資源の有効活用など環境に配慮したライフスタイル・事業活動の定着を促し、
官民連携によるカーボンニュートラル・循環型社会の形成を図ります。

 快適で良好な生活環境を創出するとともに、ネイチャーポジティブの実現に向けて、豊かな自然環境
の維持・回復・向上を図ります。

取組の方向性

4つの基本政策と共通政策

脱炭素化と循環型社会の形成が進展し、豊かなくらしや持続的な経済活動と多様な自然環境が共生するまち

❶市民一人ひとりの日常生活や事業者の経済活動における脱炭素や資源循環につながる取組を推進し、
環境負荷を低減する

❷市民・事業者・市民活動団体による環境保全活動を浸透させ、豊かで良好な自然環境と快適で安全・
安心な生活環境を確保する

 2045年の理想の姿（環境の将来像）の実現に向けて、本計画において達成を目指す「10年後の目標」を掲げます。

 また、この目標を達成するための取組の方向性や基本政策・共通政策を定め、施策を推進します。

政策を支える基盤づくり

生活環境の保全1 循環型社会の形成
カーボンニュートラル・
脱炭素社会の実現

自然環境との共生

共通

２ ３ ４

４．将来像を実現するための取組の方向性
第3次浜松市環境基本計画（案）の概要



政策名 指標主要施策

❶生活環境の保全
 大気汚染対策
 騒音・振動・悪臭対策
 水環境の保全対策

❷循環型社会の形成  一般廃棄物の減量とリサイクルの推進
 産業廃棄物の適正処理の推進

 資源化率
 ごみ総排出量
 一人一日あたりの家庭系ごみの排出量
 生活環境に影響を及ぼすおそれのある産業
廃棄物の不法投棄件数

❸カーボンニュートラル・
脱炭素社会の実現  温室効果ガスの排出削減  市域からの温室効果ガス排出量

 市の事務事業に伴う温室効果ガス排出量

❹自然環境との共生  生物多様性の保全
 森林・農地・緑地の保全

 保護地域及び自然共生サイトの面積
 環境保全活動に参加した市民の割合
 FSC森林認証面積
 多面的機能支払交付金の面積カバー率

政策を支える基盤づくり
 学校・地域・社会など幅広い場に
おける環境教育

 適正な環境配慮の取り組み

 環境学習会に参加した市民の割合
 環境学習指導者養成講座修了者数

基本
政策

共通
政策

 大気環境基準4項目（SO2、NO2、CO、
SPM）環境基準値達成割合

 アスベスト届出（レベル1・2）立入実施率
 一般環境騒音環境基準値達成割合
 公害未然防止調査実施率
 公共用水域の環境基準達成率
 地下水の環境基準達成率

５．これからの環境施策

 10年後の目標を達成するための4つの基本政策と共通政策に位置付ける主要な施策・指標を次のとおり定めます。

 市環境部を中心とした関係課による取組により、施策を推進します。

第3次浜松市環境基本計画（案）の概要



第３次浜松市人権施策推進計画（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「第３次浜松市人権施策推進計画（案）」とは 

 令和２年３月に策定した「第２次浜松市人権施策推進計画」が５年の期間満了を迎えま

すが、現在も多様な人権問題が存在しその解消に向けた取り組みが必要となっています。

そのため、社会情勢など人権を取り巻く状況の変化も踏まえ「第３次浜松市人権施策推進

計画」を策定します。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月１５日（金）～令和６年１２月１６日（月） 
 
３．案の公表先 

福祉総務課人権啓発センター（クリエート浜松１階）、市政情報室、区役所、

行政センター、支所、協働センター、ふれあいセンター、中央図書館、市民 

協働センター（中央区中央一丁目）、パブコメ PR コーナー（市役所本館 1階 

ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名または団体名※、電話番号を記入して、次のいずれか

の方法で提出してください。 
※住所および氏名または団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 人権啓発センター（ｸﾘｴｰﾄ浜松 1 階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－０９１６ 
浜松市中央区早馬町２－１ 人権啓発センターあて 

③電子メール jinken@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５３－４５０－７７０２（人権啓発センター） 

 
５．寄せられた意見の内容および市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年２月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

健康福祉部福祉総務課人権啓発センター（ＴＥＬ 053－457－2031） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 



 
 
 

 
下記の資料をご覧のうえ、ご意見をお寄せください 

 
 

●パブリック・コメント実施案件の概要    ･･････ Ｐ１ 

 
●第３次浜松市人権施策推進計画（案）    ･･････ Ｐ２ 

    
●参考資料  

   第３次浜松市人権施策推進計画 解説編（案）･･････ 浜松市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに 

掲載 

●意見提出様式（参考）           ･･････  Ｐ６ 
 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

浜松市パブリック・コメント制度（案公表及び意見募集）様式 目次 





 










